
【公共事業関係費】

【ダム事業】

再々評価 - - - - - -
評価手続

中

水管理・国土保全
局

治水課
（課長　森北　佳昭）

その他 128 - - -

・大津川流域では、近年で
も昭和57年8月、平成7年7
月洪水による浸水被害が発
生している。主な洪水被害
としては、昭和57年8月に
浸水家屋1,333戸、平成7年
7月に浸水家屋113戸の浸水
被害が発生している。

①事業の必要性等に関する
視点
・氾濫が想定される区域の
和泉市では、平成17年から
平成22年の間、人口4.0％
増、世帯数9.5％増となっ
ており、人口は微増傾向に
ある。

②事業の進捗見込みの視点
大阪府の方針として、槇尾
川の治水対策は「ダムに頼
らない河川改修」とする方
向性を確認し、河川整備委
員会へ報告を行い、河川整
備実施に向けて河川整備計
画の変更を行うこととし
た。

③コスト縮減や代替案立案
等の可能性の視点
・大阪府の「今後の治水対
策の進め方」に基づき、当
面の治水目標を「時間雨量
65mm」（1/30）対応とし、
複数の治水手法について9
案を比較検討し、最終的に
「河川改修＋ダム」と「河
川改修＋局所改修」の2案
に絞り この2案に「堤防

中止

水管理・国土保全
局

治水課
（課長　森北　佳昭）

倉渕ダム建設事
業
群馬県

-

槇尾川ダム建設事
業
大阪府

-

対応方針
担当課

（担当課長名）費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要
性、事業の進捗の見込み、

コスト縮減等）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析

評価手続中事業（平成２１年度評価）の再評価結果一覧

（補助事業）

参考３

に絞り、この2案に「堤防
補強」を追加したもので検
討した。



【公共事業関係費】

【ダム事業】

（補助事業）

再々評価 - - - - - -
評価手続

中

水管理・国土保全
局治水課

（課長　森北佳昭）

【港湾整備事業】

（補助事業等）

10年継続 - - - - - -
評価手続

中

近畿地方整備局
港湾空港部
港湾計画課

（課長　鈴木信昭）

泉州港　北港地区
複合一貫輸送ター
ミナル整備事業
大阪府

-

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要
性、事業の進捗の見込み、

コスト縮減等）

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

対応方針
担当課

（担当課長名）費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等
による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要
性、事業の進捗の見込み、

コスト縮減等）

費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

対応方針
担当課

（担当課長名）

角間ダム建設事業
長野県

-

評価手続中事業（平成２０年度評価）の再評価結果一覧

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析



【公共事業関係費】

【ダム事業】
（補助事業）

再々評価 - - - - - - - - 評価手続中

水管理・国土
保全局
治水課

（課長　森北
佳昭）

再々評価 - - - - - - - - 評価手続中

水管理・国土
保全局
治水課

（課長　森北
佳昭）

費用:C
(億円)

Ｂ／Ｃ
便益の内訳及び主な根拠

黒沢生活貯水池整
備事業
長野県

-

駒沢生活貯水池整
備事業
長野県

-

評価手続中事業（平成１５年度評価）の再評価結果一覧

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の

進捗の見込み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長

名）
貨幣換算した便益:B(億円)
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